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（視　点）
　近年、「創業・第二創業」の支援に取り組む全国の信用金庫の動きは、着実な広がりをみせて
いる一方で、その取組みは多種多様に及んでいる。本稿では、2016年9月に金融庁が打ち出し
た「金融仲介機能のベンチマークについて」のなかで「共通ベンチマーク」のひとつにも取り
上げられている「創業・第二創業」について、全国各地の動きの中で、身近な存在である信用
金庫がその支援等に主体的に関わっているケースも紹介しつつ、今後の方向性などについて展
望してみた。

（要　旨）
⃝�近年、中小企業の業況が緩やかな改善傾向をみせている一方で、中小企業の数の長期的な
減少には歯止めがかかっていない。

⃝�地域経済に根ざす全国の信用金庫においては、とりわけ2000年代半ば以降、「創業」や「第
二創業」を支援する動きが広がっているが、近年では「地方創生」の多様性と連動するよ
うな形で独自の進化を遂げているケースも一部にみられるなど、著しい多様化が進展して
いる。

⃝�ひとことで中小企業といっても、その成長ステージごとに、あるいはその事業規模ごとに、
多様な経営課題を抱えている実態があり、それが信用金庫による「創業・第二創業」支援
の多様性につながっている面がある。

⃝�今後の中小企業数の減少に歯止めをかけるべく、「創業」を支援することの重要性が増して
いくばかりでなく、事業展開の方向性について「現状維持」と回答しているような中小企
業に対して「第二創業」の道筋をつけていくことこそが、支援者サイドたる信用金庫に求
められている重要なポイントのひとつと考えられる。

⃝�そして、仮に「第二創業」の主要な担い手が「後継者」であるとすれば、「事業承継」の支
援と合わせて一体的に取り組んでいくことも今後ますます重要になっていくとみられる。

調 査

「創業・第二創業」と信用金庫
−その支援のあり方は多種多様−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席主任研究員

鉢嶺　実
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はじめに

　近年、中小企業の業況が緩やかな改善傾向

をみせている一方で、中小企業の数の長期的

な減少傾向には歯止めがかかっていない。こ

うした状況を受けて、「創業・第二創業」の

支援に取り組む信用金庫の動きは、近年、着

実な広がりをみせている一方で、その取組み

は多種多様に及んでいる。本稿では、全国各

地の「創業・第二創業」を巡る動きの中で、

身近な存在である信用金庫がその支援等に主

体的に関わっているようなケースも紹介しつ

つ、今後の方向性などについて展望してみた。

1�．中小企業数の減少に歯止めをかける
信用金庫の「創業・第二創業」の支援

　信金中央金庫 地域・中小企業研究所が全

国の信用金庫の協力を得てとりまとめている

『全国中小企業景気動向調査』によると、最

近の中小企業の景況感は、消費税率の引上げ

（2014年4月、5％→8％）以降、おおむね横

ばい圏内での動きとなっている（図表1）。

しかし、これをもう少し中長期的な視点でみ

ると、目下の業況判断D.I.は、1990年代初頭

のバブル崩壊局面以降では最も良好な水準で

の推移となっている。リーマン・ショック

（2008年9月）のころが“どん底”だったと考え

れば、D.I.がゼロ近傍で推移している目下の

状況は、緩やかな回復の局面にあると考えて

よいものと思われる。

　しかしその一方で、2017年版の『中小企業

白書』から企業数の推移をみると、小規模事

業者の減少などで、企業数全体の長期的な減

少傾向には歯止めがかかっていない（図表2）。

これは、新規開業（創業）する企業の数よ

りも、長期にわたる極度の経営不振や、あ
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図表1�　業況判断D.I.の推移（1990年4-6月期～2017年4-6月期）
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るいは経営者の高齢化が進展するなかで世

代交代が円滑に進まないなどのために、や

むを得ず事業継続を断念する中小企業・小

規模事業者の数の方が多いことが主因とみ

られる。企業の数の減少は、雇用主体の減

少にも直結するものであり、中長期的には

地域経済に対しても深刻なダメージをもた

らすことが懸念される。

　こうしたことを受け、近年の中小企業政策

は、新規の創業・開業支援のみならず、既存

の中小企業・小規模事業者の事業継続支援

（販路拡大支援や事業承継支援など）にも重

点が置かれつつ今日に至っている。

　一方、地域経済に根ざす全国各地の信用金

庫においても、とりわけ2000年代半ば以降

は、企業数の増加（新規顧客の増加）をもた

らす可能性を秘めた「創業」の支援や、既存

の取引先企業の新たな事業展開等（事業継

続）につながる「第二創業（注1）」の支援など

に注力する動きが一段と広がっている。2016

年9月に金融庁が打ち出した「金融仲介機能

のベンチマークについて」においても、「共

通ベンチマーク」のひとつに「創業・第二創

業」が掲げられるなど、その重要性に対する

認識は定着しつつある。

　なお、全国の信用金庫における「創業・第

二創業」の支援に対する取組みは、そもそも

信用金庫の原点に即したものである、という

考え方がある一方で、近年では「地方創生」

の多様性と連動するような形で独自の進化を

遂げているケースも一部にみられるなど、著

しい多様性が進展しており、一律に捉え難い

ものとなっているのも実態である。

　こうした状況も踏まえ、以下では、最近の

全国各地の「創業・第二創業」を巡る動きの

なかで、地域金融機関として信用金庫も積極

的に支援に関わっている4つのケースを紹介

する。

（注）1�．金融庁資料によれば、第二創業とは①既に事業を営んでいる企業の後継者等が新規事業を開始すること、②既存の事業を
譲渡（承継）した経営者等が新規事業を開始すること、③抜本的な事業再生によって企業が業種を変えて再建すること、と
されている。ただ、その概念は幅広く、前述の①～③にとどまらないという考え方をとることもある。

（備考）1�．中規模企業とは、中小企業基本法による中小企業のうち、同法上の小規模企業にはあてはまらないもの（巻末の
参考付表を参照）
2�．中小企業庁『中小企業白書』（2017年版）をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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2�．全国の創業・第二創業を巡る動き
とそれを支える信用金庫の事例

（1�）鮮魚店の飲食業参入を信用金庫の現場

が主体となり支援

　東京・港区の麻布十番で飲食業を営む㈱魚

可津は、現・会長の酒巻勝行氏（73）の父親

が戦後、当地で開業した鮮魚店がその前身で

ある（図表3､ 図表4）。以後、地域に密着し

た商店街の鮮魚店として発展を遂げてきたが、

バブル期の頃をひとつのピークとして、近隣

住民の家族構成や購買行動の変化、競合スー

パーの出現などで、90年代前半から半ばにか

けては急速な売上減少に見舞われていた。

　こうしたなかで、1996年ごろ、隣接する

店舗が廃業するというタイミングがあり、麻

布十番商店街を営業地盤としているさわやか

信用金庫（本店：港区三田、本部：渋谷区広

尾）の営業店の担当者からの強い勧めもあっ

て、隣接の空き店舗の一画を借り受け、鮮魚

店はそのまま残しながら「おいしい魚を食べ

させる店」として飲食業参入への一歩を踏み

出した。当時、同社にとって飲食業は未知の

世界ではあったものの、鮮魚店時代から培わ

れてきた“目利き力”や、“魚のおいしい食べ

方”については熟知していたこともあり、さ

わやか信用金庫の支援の下、これらを強みと

して飲食業へ参入することを決断した。

　その後、併設の鮮魚店自体が“呼び水”と

なって、飲食部門はそこそこ堅調に推移し

た。こうしたこともあり、同社では2年後の

1998年に訪れた飲食スペース大幅拡張の機

会を大きなチャンスと捉えてこれを実行し

た。この決断が奏功し、当社は「おいしい魚

を食べさせる店」として麻布十番の街に定着

していった。

　一方で、鮮魚店（販売部門）の建直しは引

き続き難航を極めていたが、先代より受け継

いできた店を閉鎖してしまうには大きなため

らいもあった。とはいえ、熟慮の結果、

2007年末に「魚可津」という屋号をきちん

と残すことと引き換えに鮮魚店の閉鎖を決

断、鮮魚店だったスペースも飲食店として活

用するため、さわやか信用金庫の継続的な支

援も受けながら大幅な改装を実施、現在の

70席体制が確立した。また、それと同時に

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表3�　㈱魚可津の店舗外観

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表4�　㈱魚可津会長の酒巻勝行氏
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社長を娘婿の正木秀逸氏へ継承、世代交代と

業態転換がひとつの区切りを見せることと

なった。

　現在の「魚可津」は、“魚屋さん出身の人

気の飲食店”として定着しており、年商は約2

億円、従業員はアルバイトも含めて25名と

いう規模にある。2店舗目を出してはどうか

という声も一部にあるが、目下のところは現

在の店舗の経営に集中していくことが重要で

あると考えている。

（2�）金型製造業者の「企業主導型保育園」

への展開を信用金庫も積極支援

　岐阜県可児市に本社を置く㈲横井モールド

は、プラスチック射出成形用金型の設計・製

造から、プラスチック製品の成形、塗装、

レーザー加工、組付けまでを、グループ企業

群とともに一貫して手がけている、グループ

の中核企業である（図表5）。現・社長の横

井三二氏（68）（図表6）が1979年に創業した

当初は、当地の地場産業であるタイルの金型

を手がける企業としてスタートしたが、1年

後の1980年には現在の主力事業であるプラ

スチック成形用金型の設計・製造へ大きく舵

を切り、以後、大手自動車メーカー関連の業

務を中心に、グループ年商約40億円、従業

員約120名にも及ぶ企業グループとして躍進

を遂げながら現在に至っている。

　さらに、事業意欲旺盛な横井社長は、「外国

人技能実習制度」を活用してベトナム人の技能

実習生を積極的に受け入れてきた経験を活か

し、2008年にはベトナム・バクザン省に現地法

人「YOKOI MOULD VIETNAM CO.,LTD．」

を設立、日系の自動車部品関連企業のベトナ

ム現地法人向けを中心に、国内と同様の事業

を展開するなど、経営のグローバル化も加速

している状況にある。

　こうしたなかで同社では、子育て世代従業

員（グループ従業員約120名のうちおよそ2

割が子育て中の女性従業員）の福利厚生充実

を念頭に、2016年度に政府が創設した「企

業主導型保育園（注2）」へ積極果敢に名乗りを（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表5�　㈲横井モールドの製造現場

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表6�　㈲横井モールド代表取締役の横井三二
氏と同社子育て支援事業部の横井佐季氏

（注）2�．「企業主導型保育園とは、①多様な就労形態に対応できる保育サービスの拡大を行い、②保育所待機児童の解消を図り仕事
と子育てとの両立に役立てること、を主な目的として、2016年度に新設された政府の「仕事・子育て両立支援事業（企業主
導型保育事業）」プログラムに基づいて、企業が開設する保育園の総称。
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上げ、保育士の資格と経験を持つ横井社長の

子女・横井佐季氏が中心となって、本年7

月、「にののこ保育園」（図表7）の開設を実

現させた。なお、トータル約2億円にも及ぶ

開設費用のうち、助成金等で賄えない部分に

ついては、同社のメインバンクである東濃信

用金庫（本店：岐阜県多治見市）の支援も機

動的に活用することで、開設に漕ぎ着けるこ

とができた。

　ちなみに、同社が開設した「にののこ保育

園」（定員30名）は、従業員等の利用枠に加

えて地域枠（最大で定員の半分）も設けた

り、建物内に「地域交流のへや」と呼ぶ広め

のスペースも設置するなど、地域社会との共

存も前面に打ち出している。同社の周辺に立

地している企業は協力金を拠出することで従

業員枠を利用しやすくなるような仕組みにあ

り、東濃信用金庫も協力金拠出企業の1社に

名を連ね、利用者という立場からも同社の取

組みを支援している状況にある。

　わが国の経済社会で「働き方改革」が叫

ばれるなか、同社では「にののこ保育園」

の存在自体が、従業員の福利厚生充実のみ

ならず、人手不足の状況の中での人材募集・

獲得にも有効に機能していくことを期待し

ている。

（3�）インキュベーション施設での創業を機

に信用金庫がビジネス拡大を継続支援

　岡山県倉敷市で通関・貿易実務にかかるコ

ンサルタント業務などを手がける㈱ELNは、

大手医療機器メーカーなどで海外営業に携わっ

てきた経験を持つ木下寛子氏（40）（図表8）

が、わが国有数の国際拠点港湾のひとつであ

る水島港を有する倉敷市のインキュベーショ

ン施設で2008年に創業した企業である。社

名のELNは、個人事業として創業した当時

の社名であるエコ・ロジ ネットワーク（Eco 

Logistics Network）の頭文字からとったも

ので、「貿易を『学ぶ』『つなぐ』『支える』

をモットーに貿易現場で活躍する人材の輩出

と日本のコンテンツを海外に発信したい」と

いう想いが込められている。2014年の法人

化を機に社名を現在の㈱ELNへ変更して現

在に至っている。

　同社の従業員12名のうち半数が英語の堪

（備考）同社提供

図表7�　「にののこ保育園」外観

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表8�　㈱ELN代表取締役の木下寛子氏と同
社国際事業部のルパック・ジョン氏
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能な外国人で、行政などを経由した通関・貿

易コンサルタント関連業務の売上げが年商

（約3,000万円）の約8割を占め主力事業と

なっている。各種セミナー講師や各種商談会

における通関・貿易実務の支援（商談書類作

成ほか）等、活動の領域は極めて幅広い。ま

た、同社自身も各種のビジネスコンテストに

おいて数々の受賞歴を有している。一方、外

国人の従業員を擁している強みを活かし、

2012年にはグローバルキッズ育成を目的に

「小学生向け英語学童事業」へも展開、現在

は「ELN Academy」の名称で、10数名の小

学生を放課後に預かり英語によるアクティビ

ティなどを提供しており、当社の新たな事業

の柱となりつつある（図表9）。

　なお、当社の創業当時、倉敷市が運営する

インキュベーション施設「くらしきベンチャー

オフィス」への入居に際しては厳しい審査が

あったが、地元・玉島信用金庫（本店：岡山

県倉敷市）がそこで入居審査の委員の1人を

務めていたことが縁となって、以後、当社ビ

ジネスの軌道化へ向けて継続的な支援を受け

てきた。具体的には、毎月の事業報告会にお

ける事業推進上のアドバイスのみならず、信

用金庫ネットワークを介した顧客紹介、木下

社長に対するセミナー講師依頼や倉敷商工会

議所相談員への就任機会提供、「しんきん合

同ビジネス交流会」のビジネスコンテストで

の優秀賞受賞など、本業軌道化へ向けてタイ

ミングのよい支援を継続的に受けることがで

きた。また、「小学生向け英語学童事業」へ

の参入に際しては、玉島信用金庫の「夢キッ

クオフ（注3）」制度による助成金も受けること

ができた（助成金は学童利用者のための下駄

箱（図 表10）購入資金に充当）。さらに、

2016年の当社シンガポールオフィス開設局

面でも、玉島信用金庫がメインバンクとして

資金繰りを支援するなど、サポートの幅も広

がっている。

　現在の当社は、行政を経由した業務が大き

なウエイトを占めているが、今後は民間企業

等からの受託業務も増やしていきたいと考え

ており、地域の顧客事情等に詳しい信用金庫

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表9�　㈱ELNの英語学童事業の看板

（注）3�．2007年に玉島信用金庫が創設した助成金制度。地域経済活動に役立つ事業に対し、一定の審査を経た上で助成金を支給す
る。助成金額は必要資金の50％以内で、最高は100万円。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表10�　「夢キックオフ」の助成金で購入し
た学童利用者用の下駄箱
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のネットワークには引き続き大きな期待を寄

せている。

（4�）大手シンクタンク等と信用金庫が一体

となって地域の人材を活性化

　帯広信用金庫（本店：北海道帯広市）では、

2015年より、帯広市役所および㈱野村総合

研究所（本社：東京都千代田区）とともに、

地域の新たな“事業創発”を目指す取組みで

ある「とかち・イノベーション・プログラム」

（図表11）を実践している。3年目を迎えた2017

年度の同プログラムでは、過去最大の募集規

模（100名程度）で十勝エリア（主として十勝

管内19市町村）の事業者や起業予定者（既存

事業者の後継者たる中堅若手幹部など）を集

めて継続的にセッション等を開催するなど、

広域的かつ持続的な取組みとなっている。

　同プログラムでは、野村総合研究所のネッ

トワークで創造的なビジネスモデルを実践し

ていま注目されている全国の革新的経営者を

連続的に招聘し、十勝エリアからの参加者た

ちとの“知的混血・コラボレーションによる

化学反応”によって地域の“稼ぐ力”を呼び起

こそうとするものである。同プログラムの取

組みは、内閣官房まち・ひと・しごと創生本

部の「地域しごと創生会議」や、各種メディ

アでも紹介されるなど、各方面からの注目度

も高いものとなっている。

　ちなみに同プログラムは、野村総合研究所

の全面協力の下、帯広信用金庫が主催者（地

域における“カウンターパート”）を務め、共

催として北洋銀行、北海道銀行、北海道

二十一世紀総合研究所（北洋銀行系のシンク

タンク）、道銀地域総合研究所、帯広市をは

じめとした十勝管内19市町村が名前を連ね

る形となっている。

　同プログラムの中からは多くの事業コンセ

プトが生まれるだけでなく、実現化へ向けて

実際に動き出しているものが多いのが大きな

特徴となっている。また、身近で起こる起業

地域に新しい事業の種を生み出す
（起業、第二創業、コラボレーション事業等）

とかち･イノベーション･プログラム
①キックオフ・セッション
②革新者刺激セッション
③事業アイデアセッション
④事業創発セッション
⑤事業化支援セッション

支援者
（地域金融機関、自治体、地域シンクタンク、メディア等）

異質な発想を持つ
全国の革新者
（外部の火種）

地域の経営者･
起業予定人材
（公募選抜制）

＜刺激源＞

＜ゴール＞

＜化学反応＞

＜主催･支援＞

＜主役＞

（備考��）帯広信用金庫資料をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表11�　とかち・イノベーション・プログラム
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などの動きに触発されるような形で、参加者

たちを中心に“チャレンジ機運”のようなもの

も高まっており、地方創生へ向けた新たな取

組みとしても脚光を浴びている。以下では、

同プログラムへの参加を契機に新たなビジネ

スを始動している2件のケースを紹介する。

（イ�）プログラム参加メンバーと共同でタ

イニーハウスのレンタル事業を立上げ

　十勝平野の東北部を主な営業地盤に土木

建設業を営む㈱岡崎組（本社：北海道中川

郡本別町）で、同社の後継者的な位置付け

にある取締役の岡崎慶太氏（43）（図表12）

は、地元の商工会活動のなかで当プログラ

ムの存在を知り、「建設会社として保有し

ているヒトやモノなどの経営資源や、特有

のハブ機能を活用すれば何かできることが

あるのではないか」との想いから、2015年

度の第1期プログラムに参加した。そこで

さまざまな発想を持つ参加者等と交流する

なかで、タイニーハウス（小さな家）の事

業化を模索していた一級建築士（40）と出

会い、プログラム修了後も継続して共同事

業化を模索した結果、2017年1月、車両型

のタイニーハウスをレンタルする会社

「KOYA.lab（コヤラボ）」を共同出資で立

ち上げるに至った。

　同社のタイニーハウスは、利用者が任意に

十勝エリアの絶景ポイントを選んで宿泊施設

として使えるところが最大の特長となって

いる。4月末には専用のWEBサイトも開設

し、今後は地元飲食店やアクティビティ事業

者との連携等も充実させることで、さらな

る利用促進を図っていきたいと考えている。

　岡崎氏自身には基本的に建設会社の後継

者としての役割があるが、その一方で、同

プログラムへの参加でゼロから会社を立ち

上げる経験ができたことは貴重だったと考

えている。今後は、同プログラムを通じて

構築した人的ネットワークと、本業（土木

建設業）とのコラボレーションも模索して

いく意向である。

（ロ�）プログラム参加をきっかけに得た新

分野チャレンジの機会へ果敢に対応

　十勝エリアでうどんやラーメンの麺の製

造を手がける㈲丸源保刈製麺（本社：北海

道帯広市）で、同社の後継者的な位置付

けにある専務取締役の保苅桂太郎氏（31）

（図表13）は、同プログラム創設に先立っ

て2015年3月に帯広市が主催した地方創生

に関するシンポジウムへ参加し、異色の活

躍を遂げている革新的経営者の話に刺激を

受け、その流れを受けた2015年度の第1期

プログラムへ参加した。同プログラムで（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表12�　㈱岡崎組取締役の岡崎慶太氏
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も、十勝エリアで活力にあふれた人がたく

さんいることに大きな刺激は受けたもの

の、同プログラムの中ではチームメンバー

内での事業コンセプトがまとまりきれず、

たいへん悔しい思いをしていた。

　そうしたなかで、翌2016年夏ごろ、同

プログラムで事務局を務める帯広信用金庫

の職員より、「管内の小麦・豆類卸売業者

が、十勝産の小麦で生パスタを製造できる

業者を探しているが、製麺業者として対応

できないか」との話があった。何か新しい

こと（イノベーション）にチャレンジしな

ければという想いが高まっていた矢先でも

あったことから、既存の機械設備の改良等

で直ちに試作品作りに着手した。その試作

品の出来がよかったこともあり、同年末ご

ろからは、フィットチーネと呼ばれる平た

くて薄い生パスタの本格生産を開始するま

でに至ることができた。

　また同年末に帯広信用金庫の協力で獲得

した「ものづくり補助金」で新しい設備

（真空ミキサー）を購入、これにより今後

はさらなる品質向上が見込める体制となっ

たことから、既存の製品も含めて一段の販

路拡大を模索していきたいと考えている。

3�．信用金庫の「創業・第二創業」の
支援は今後も多様化・高度化が一段
と進展へ

　これまでみてきたように、全国の信用金庫

による「創業・第二創業」の支援は、すでに

相応の多様化（あるいは高度化）が進展して

いるのが実態となっているとみられるが、こ

れは、中小企業という経済主体本来の多様性

に起因しているものでもある。すなわち、ひ

とことで中小企業といっても、その成長ス

テージごとに、あるいはその事業規模ごと

に、多様な経営課題を抱えていることがその

背景にあるものと考えられる。

　例えば、「中小企業のライフサイクル」を

サブテーマに掲げた2017年版『中小企業白

書』では、中小企業の成長ステージ（ライフ

サイクル）ごとの経営課題について詳しい分

析を行なっている。これをみると、成長ス

テージが「創業期」あるいは「成長初期」と

いう段階にある中小企業では、「資金調達」

を経営課題とする回答が最も多いのに対し

て、「安定・拡大期」にある中小企業では、

「資金調達」よりもむしろ「人材確保」に関

連した経営課題の重要性が高まっているとい

う様子がうかがえる。

　また、同じ調査の中における販路開拓の関

連についてみてみると、いずれの成長ステー

ジでも販路開拓は重要な経営課題として認識

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表13�　㈲丸源保刈製麺専務取締役の保苅桂
太郎氏
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されてはいるものの、その内容については成

長ステージと連動して相応の変化を遂げてい

るような状況もみられる。すなわち、「創業

期」あるいは「成長初期」における販路開拓

にかかる経営課題が「マーケティング」の関

連に重点が置かれているような状況にあるの

に対して、「第二創業」も視野に入りつつあ

ることもある「安定・拡大期」では「新たな

製品・商品・サービスの開発」のほうへ経営

課題の重点が移りつつある（図表14）。

　一方、2017年4～6月期の『全国中小企業

景気動向調査』では、これに付随して「中小

企業の3～5年後の事業の見通しについて」

と題した特別調査を実施、今後の事業展開の

方向性などについて「アンゾフの成長マトリ

クス（注4）」と重ね合わせながら尋ねてみた。

これによると、今後の事業展開の方向性につ

いては「現状維持」が43.8％と最も多く、次

いで「新販路・市場の開拓」が33.2％、「新製

品・商品・サービスの開発」が11.9％、など

となっている。ただ、これを従業員規模別に

分解してみると、従業員規模が小さいほど

「新製品・商品・サービスの開発」や「新販

路・市場の開拓」という回答が低下する傾向
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（備考��）中小企業庁委託『企業・創業に関する実態調査』（2016年11月､ 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱）をもとに
信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表14�　成長段階ごとの課題

（注）4�．イゴール・アンゾフ（アメリカの経営学者､ 1918-2002）によって提唱された、事業の成長・拡大を図る際に用いられる
マトリックス。事業の成長を「製品」と「市場」の2軸に置き、その2軸をさらに「既存」と「新規」に分けて表した企業の
成長戦略をシンプルに表現したマトリックスで、「アンゾフのマトリックス」や「製品・市場マトリックス」などとも呼ばれ
る。（出典：SBクリエイティブ㈱「ビジネス+IT」WEBサイト）
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にあり、それに代わって「現状維持」という

回答が高まっているのが実態となっている

（図表15）。

　「現状維持」が意味するところは何か。こ

れが仮に今後の展望を見出せるような状況下

にある中小企業による回答であれば、当面の

ところはあまり問題がないといえなくもない

であろう。しかし、時間の経過と共に時代の

ニーズも変化を遂げていくであろうことを考

慮すれば、早晩、新しい事業展開の方向性を

模索しながらそれを実践していく必要に迫ら

れる日がくることは必然であろう。まして

や、すでに“手詰まり感”があるなかでの「現

状維持」であるケースも少なくないとみられ

ることを考えれば、この「現状維持」と回答

した中小企業に対して何らかの道筋をつけて

いくことこそが、支援者サイドに求められて

いる重要なポイントのひとつではないかと思

われる。

　冒頭でも述べたとおり、中小企業の減少傾

向をいささかでも食い止めることができると

すれば、「創業」の支援を強化していくこと

はもちろんであるが、それ以上に「現状維

持」と回答しているような中小企業に対して

「第二創業」への道筋をつけていくことの重

要性が今後ますます高まっていくのではない

かと考えられる。そして、仮に「第二創業」の

主要な担い手が「後継者」であるとすれば、幅

広い意味での「事業承継」の支援こそが、最

終的には中小企業の減少傾向を食い止めるた

めの“王道”であるといえるのかもしれない。

　信用金庫による「創業・第二創業」の支援

はすでに多様化を極めており、今後もその傾

向は続いていくとみられるが、今後は「第二

創業」と表裏一体の関係にある「事業承継」

も含めて一体的に支援していくことの重要性

が、「中小企業のライフサイクル」という

キーワードとともに、一段と高まっていくこ

とになりそうだ。
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（備考��）『全国中小企業景気動向調査』（2017年4-6月期特別調査）をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表15�　3～5年後の事業展開の方向性
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おわりに

　本稿では、創業と第二創業をひと括りにし

て「創業・第二創業」としてとりまとめてき

たが、とりわけ「第二創業」については、人

によって捉え方はさまざまで、定義や概念が

未だ十分に確立しているとはいえないのが実

態である。例えば、ある中小企業が新分野進

出に取り組んでいるとき、「この取組みは

「第二創業」といえるか否か」という観点か

ら“線引き”をしていくのは、実は意外と難し

い。ましてや、それを取引のある信用金庫が

“支援したかどうか”となると、明確に判別し

ていくのは極めて困難なのが実情である。

「第二創業」は、金融庁による共通ベンチ

マークに挙げられている要素のひとつではあ

るが、今後も難しい判断を迫られるような場

面は続きそうである。

　多くの中小企業は、時代の変化に対応しな

がら常に新しい事業分野へチャレンジしてお

り、信用金庫は身近な金融機関としてそれを

日常業務の中で非金融面も含めてサポートし

ている。その取組みが「第二創業か否か」と

いうことは、現場ではほとんど問題にしてい

ない。そうかと思えば、若き後継者が先代経

営者の築いてきた事業基盤を活かしながら新

分野進出（業態転換）を遂げるといった、ま

さに絵に書いたような「第二創業」があるの

もまた事実であろう。

　そもそも「第二創業」とは何なのか。どこ

からが「第二創業」なのか。今後も各方面で

の議論が続いてくことになりそうだ。

（参考付表）中小企業基本法上の中小企業の定義

中小企業 うち
小規模事業者

業種 資本金又は従業員 従業員
製造業
その他 3億円以下 300人以下 20人以下

卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下

小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下

（備考）中小企業庁の資料をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

〈参考文献〉
・�『信金中金月報 2017年8月号』「第168回全国中小企業景気動向調査〔特別調査－中小企業の3～5年後の事業の見通し
について〕」

・�金融庁『金融仲介機能のベンチマーク』（2016年9月）

・�齊藤義明（野村総合研究所 未来創発センター 2030年研究室室長）『日本の革新者たち　100人の未来創造と地方創生へ
の挑戦』（2016年6月）

・�中小企業庁『中小企業白書』（各年版）

・�中小企業庁『小規模企業白書』（各年版）

・�日本政策金融公庫 国民生活事業『第二創業の手引』（2015年9月）




